参考様式－地熱４の２（審査基準３の③関係）
影響調査計画書に基づく影響調査及び温泉資源への影響が
認められた場合の対処等に係る誓約書
熊本県知事　　　　　様
　申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　　
　　氏名　　　　　　　　　　　　　　印
法人にあっては、主たる事務所の
所在地及び名称並びに代表者氏名
弊社は熊本県○○町〇〇で地熱発電事業を計画しています。地熱発電用に温泉掘削を申請するにあたり、温泉法の趣旨を理解し以下のとおり誓約します。
・申請書に添付した影響調査計画書に基づき、付近泉の影響調査を必ず実施し、影響調査結果を１年に１回、県に別紙参考様式地熱５により報告することを誓約します。
・掘削開始後は地元関係者等への説明を年１回以上開催し、以下の説明を行い、その内容について、県に別紙参考様式地熱６により報告することを誓約します。
①モニタリング調査結果
②地熱開発に伴う既存温泉や既存地熱井への影響に関する検証結果
③地熱開発の進捗等の現状
・影響調査計画に変更が生じた際は、速やかに関係市町村及び県と協議することを誓約します。
・影響調査結果について、地元関係者から開示を求められたときには、遅滞なく開示することを誓約します。
・影響調査結果について、付近泉のゆう出量の減少など、温泉資源への深刻な影響の兆候が認められた場合、温泉の採取を自主的に停止し原因の追及に努めることを誓約します。
・温泉の採取停止を行い、それでも温泉資源の回復が認められない場合は、試験井（生産井）を自主的に埋孔し、廃止することを誓約します。
・掘削完了後、当該地熱発電事業実施主体が替わった場合、上記事項について引き継ぐことを誓約します。
全体計画用








